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格差問題の原則的見方格差問題の原則的見方格差問題の原則的見方格差問題の原則的見方

1 絶対的格差と相対的格差1. 絶対的格差と相対的格差
2. 資本主義的労働市場の発展が生み出した労働

市場からの障害者排除と低賃金利用市場からの障害者排除と低賃金利用
3. 無年金、低額年金、障害年金の格差問題は三

位一体位一体
4. 政府の政治責任、日本年金機構の管理運営責

任 職員などの違法・逸脱行動→障害者の年金任、職員などの違法・逸脱行動→障害者の年金
権の剥奪

5 障害認定における格差問題は 社会における5. 障害認定における格差問題は、社会における
格差構造の一部
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精神障害者の生活問題の特徴精神障害者の生活問題の特徴精神障害者の生活問題の特徴精神障害者の生活問題の特徴

1. 精神障害者と家族の生活問題は、失業と不安定雇用によっ

て規定された構造的な問題

2. 年金額の低さと無年金問題が経済的困難を拡大し、生活保

護の受給割合が高い

3. 障害基礎年金の受給対象者の範囲・要件が制限されて無年

金者がつくられるとともに，受給している人たちも給付水準が金者 くられる も ，受給し る人たちも給付水準

低いために，身体に無理をして不安定で劣悪な労働条件の

仕事に就かざるを得ない仕事に就かざるを得な

4. 家族への依存は、地域での自立した生活を困難にし、老後

生活への不安を生じている生活への不安を生じている

※ 以上は高林秀明 『障害者・家族の生活問題』（ミネルヴァ書房）の議論を参考にしている。



障害年金給付費の国際比較障害年金給付費の国際比較障害年金給付費の国際比較障害年金給付費の国際比較

4百瀬優 『障害年金の制度設計』（光生館）Ｐ168より



障害年金受給者数の国際比較障害年金受給者数の国際比較障害年金受給者数の国際比較障害年金受給者数の国際比較

5
百瀬優「各種データからみる障害年金」『ビジネスガイド別冊11月号 年金相談第２号』 No.737,より
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所得保障の受給類型 人数と構成比

障害基礎年金のみ 78万人 35.6%受
給
類

受
給
類

障害基礎年金のみ 万人 %

障害年金（障害基礎含む） 42万人 19.2%

障害年金＋生活保護 6万人 2.7%

類
型
類
型

生活保護のみ 1万人 0.5%

年金を受給していない者 44万人 20.1%

65歳以上老齢年金受給の障害者 48万人 21.9%
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合 計 219万人 100%

森 隆男 「わが国における障害者の所得保障制度の現状と課題」（ グラフはエクセルで高橋作成） 海外杜会保障研究 Autumn 2002 No. 140 ｐ65



精神障害年金の等級構成比精神障害年金の等級構成比精神障害年金の等級構成比精神障害年金の等級構成比
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図図 障害認定の過程障害認定の過程図図 障害認定の過程障害認定の過程
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検討会における格差是正の狙い検討会における格差是正の狙い検討会における格差是正の狙い検討会における格差是正の狙い

1 精神障害の受給者の増加に歯止め1. 精神障害の受給者の増加に歯止め

2. 格差是正

① 都道府県格差

② 国年と厚年の格差 60年法改の完成② 国年と厚年の格差 60年法改の完成

3. 低位平準化

4. 集権的な認定 診断書作成医と認定医の裁
量の縮小量の縮小

5. 客観指標重視 詐病と疾病利得の防止

認定 効率化 事務方と認定医 機能分担6. 認定の効率化 事務方と認定医の機能分担
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格差検討会の真の目的格差検討会の真の目的

ガイドラインの根本目的 格差縮小の手法

1. 格差解消を口実とす
る障害年金の認定の

1. 当事者参加の否定

2. 行政の専門性否定定
締め付け（厳格化）、

2 国民年金を厚生年金

3. 診断書作成医と認定医の
裁量権の否定

4 マニュアル(ガイドライン）2. 国民年金を厚生年金
の認定における制度
間格差を厚生年金に

4. マニュアル(ガイドライン）
化

5. 客観指標重視間格差を厚生年金に
合わせて改悪する低
位平準化

5. 客観指標重視

6. 当事者からの一方的情報
収集位平準化

3. 障害認定機関の中央
集権化

7. 認定段階の軽視と形骸化

8. 従来の認定基準の部分
的手直し集権化
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的手直し

9. 制度矛盾の無視



6060年法改と障害年金改正点年法改と障害年金改正点6060年法改と障害年金改正点年法改と障害年金改正点

① 国民年金と被用老年金を統合し、基礎年金

制度を創設した

② 無拠出の障害福祉年金と拠出の障害年金② 無拠出の障害福祉年金と拠出の障害年金

を障害基礎年金に統一した

③ 国民年金と厚生年金保険・共済組合の障害

認定基準を続－した認定基準を続 した

④ 保険料の納付要件を初診日主義で統一した

⑤ 障害基礎年金に子の加算を創設した

⑥ 厚生年金保険の事後重症制度を改善（初診⑥

日から5年以内制限を撤廃）

⑦ 制度間の併合認定を新設した

⑧ 「初めて2級」の制度を創設した

⑨ 若齢老齢年金を廃止した

⑩ 20歳以上の障害者は親の遺族給付の対象

から除かれた
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障害程度の比較表障害程度の比較表障害程度の比較表障害程度の比較表

13小島容子編著 『社会リハビリテーション』P138より



ガイドラインの評価ガイドラインの評価ガイドラインの評価ガイドラインの評価
1. 運用指針、運用についての具体的な取り決め、検討会をつくり、

パブコメをおこない、一定の民主主義的な外観のもとに行われて
いるいる。

2. ライドラインだけを取り出すと法でも、通達でもなく、単なる運用指
針でしかない。つまり認定基準の改正ではない。針でしかない。つまり認定基準の改正ではない。

3. ガイドラインの一つの側面、国民の側からの批判、行政内部の不
満、そうしたものを背景としている。

4. 運用問題の改革 ガイドラインを孤立的に捕らえると問題 集権
化＝厚労省・年金機構のコントロールの強化と行政ルール化の
明確化が特徴明確化が特徴

5. 初診問題における基準の明確化、認定機関の統合化、ブロック
単位での認定医の委嘱、有期認定のガイドライン化、審査請求制
度の事実上の骨抜き（ 審制から 審制 ） れらの問題を総度の事実上の骨抜き（二審制から一審制へ）、これらの問題を総
合的に見て障害認定のガイドラインの策定問題は評価しなけれ
ばなりません。

14



医学モデルと社会モデル医学モデルと社会モデル医学モデルと社会モデル医学モデルと社会モデル

医学モデル 社会モデル医学モデル 社会モデル

障害発生原因 個人悲劇モデル 障害発生原因の社会性

障害評価主体 医師中心 医師と福祉専門家、当事者参加障害評価主体 医師中心 医師と福祉専門家、当事者参加

障害認定システム 厳格な認定システム ニーズ評価

認定機関 行政・医師が中心 第三者機関など

評価客体 機能障害中心・客観指標 社会的不利

財源負担など 自己責任と家族責任 社会的・公的責任

しかし、立岩真也［2002］が指摘するように、障害の「社会モデル」を「障害の原因は社会である」という

言い方にまとめてしまうことは、「医学モデル」との争点を曖昧にしてしまうという意味で、正確ではない。

むしろ、「医学モデル」と「社会モデル」の「有意味な違いは、誰が義務を負うのか、負担するのかという

点」（立岩［2002:71］）にある。すなわち、社会モデルは、「責任・負担がもっぱら〔障害者〕本人にか

かっていること、そのことが自明とされていることを批判する」（同上）のである。

※堀田義太郎（大阪大学大学院医学系研究科博士課程、医の倫理学） 「障害の政治経済学が提起する問題」
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日常生活の判定日常生活の判定
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総合評価項目総合評価項目総合評価項目総合評価項目
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内部障害の 般状態区分内部障害の 般状態区分内部障害の一般状態区分内部障害の一般状態区分

※ 認定要領では、他の臨床所見や検査値と組み合わせた上で、一般状態区分表における該当区分と
障害等級の対応関係が規定されている。おおよその対応関係は右欄の等級に書かれてあるとおりである。

※ 一般状態区分表は昭和54年の障害認定基準当時から存在した。 ※ 厚生年金の全く同様の一般状
態区分表がつくられていた。
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※ 精神の場合には一般状態区分に見合うようなものは存在しなかった



障害認定の障害認定の77原則原則障害認定の障害認定の77原則原則

1. 権利性の原則、

2 公平性・平等性の原則2. 公平性 平等性の原則、

3. 予測可能性の原則、

4. 当事者参加・障害者団体参加の原則

5 認定処分の見直し請求権の保障5. 認定処分の見直し請求権の保障

6. 所得保障の必要性重視の原則

7. 部分障害（完全障害だけでなく）包括の原則
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年金制度の検討課題年金制度の検討課題年金制度の検討課題年金制度の検討課題

23



マクロ経済スライドマクロ経済スライド済済
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障害者の生活保障システム障害者の生活保障システム障害者の生活保障システム障害者の生活保障システム
二つの原理のせめぎあいという視点で見る

労働権・就労権の保障
a. 差別禁止原則
b 労働諸条件と賃金水準

所得保障の充実
無年金者の解消
精神疾患の減少
経済的自立

b. 労働諸条件と賃金水準
c. 不安定就労の規制

経済的自立
発達保障
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アベノミクスアベノミクスVSVS新福祉国家構想新福祉国家構想アベノミクスアベノミクスVSVS新福祉国家構想新福祉国家構想
新福祉国家構想新福祉国家構想

1.国民経済の発展

2 社会保障の充実

1. 戦争国家化
2. 多国籍企業優遇
3. 経済の軍事化と武器輸出 2.社会保障の充実

3.民主主義の力の増大

3. 経済の軍事化と武器輸出

1. 金融緩和
2. 財政出動

1. 地域経済・地場
産業の破壊

経済 破壊
財 動

3. 成長戦略
4. 対国民緊縮政策
5. 消費税増税

2. 国民経済の破壊
3. 社会保障の解体

6. 社会保障削減
新たな国家構想をもたずに対抗はできない！
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